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　株主の皆様方には、ますますご清祥のこととお喜び申し
上げます。平素は格別のご支援ご愛顧を賜り誠にありがた
く厚く御礼申し上げます。
　ここに、第38期の事業の概況をご報告申し上げるにあた
り、ひとことご挨拶申し上げます。

代表取締役社長　
藤　井　徳　夫

株主のみなさまへ
■営業の概況
　食品業界におきましては、消費者の生活防衛意識・節約
志向が強まったことで個人消費が冷え込み、厳しい経営環
境が続いております。
　このような環境の中、当社におきましては、主原料の仕
入体制の見直しを行い原価低減に努め、製造体制の見直し
など人員の最適化を図り、また6S活動の推進による無駄の
排除や業務の効率化等、コスト削減を図ってまいりました。
　さらに、卵殻のリサイクルを推進することにより、環境
への配慮と廃棄料の削減に努めてまいりました。
　この結果、当期の業績は前期に比べ大幅に好転いたしま
した。

1

▶ 売上高

 9,494 百万円
 7.3 ％減

▶ 営業利益

 873 百万円
 171.5 ％増

▶ 当期純利益

 464 百万円
 211.6 ％増

　今後につきましては、「食の安全・安心」がこれまで以上
に求められる中で、当社は安全・安心な製品の安定供給責
任を果たし、お取引先との信頼関係を強化してまいります。

■次期の見通し
　当社グループといたしましては、各セクションごとに施
策を打ち出し、顧客満足度の向上、需給調整機能の発揮、
安全・安心な製品供給、低コストオペレーションへとつなげ、
収益力の強化および企業価値の向上を継続してまいります。
　また、平成21年11月2日にグループ会社となりました
「日本化工食品株式会社」が調味料関連事業として、第2の
柱として発展できるよう、鶏卵関連事業とのコラボレーショ
ンによる販路拡大に努力してまいります。
　株主の皆様方におかれましても、なお一層のご支援を賜
りますようお願い申し上げます。

　平成22年6月
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Business Outline 　当社は鶏卵をあらかじめ割卵し、「液卵」「凍結卵」へ製
造加工し、主にパンメーカーや菓子メーカー、惣菜メーカー
等に販売しております。また、茶碗蒸しベース、ゆで卵の
製造販売等も行っております。
「液卵」… 鶏卵から卵殻を除いたものであり、形状が液体で

あることから液卵と称されております。

■液卵・冷凍卵の種類と用途
品　種 種　別 殺菌の有無 生・凍結 主　な　用　途

全卵

ホール 未殺菌 生 ケーキ、シュークリーム、
パン、洋菓子、和菓子

全卵 殺菌・未殺菌 生・凍結 パン、ビスケット、玉子焼、
玉子とうふ、茶碗蒸し

加糖全卵 殺菌 生・凍結 ケーキ、洋菓子

調整全卵 殺菌 生・凍結 パン、ビスケット、クッキー

卵黄

卵黄 殺菌・未殺菌 生 洋菓子、和菓子

加糖卵黄 殺菌 生・凍結 洋菓子、和菓子

加塩卵黄 殺菌 凍結 マヨネーズ

卵白
卵白 殺菌・未殺菌 生・凍結 練製品、洋菓子、和菓子

製菓用卵白 未殺菌 生・凍結 洋菓子、和菓子

作業効率

液卵使用の
メリット

経済性

作業環境貯蔵性

品質の安定性

割卵の手間が省け
効率的・衛生的で
す。

バラツキが少なく
製品の均質化が図
れます。

凍結状態であれば
1～2年の保管も
可能です。

殻付卵に比べ容積が1／3
程度なので、保管スペース
が小さくて済みます。ま
た、卵殻の発生がないため
作業環境がよくなります。

鶏卵相場による価
格変動に伴って起
こる原料費の不安
定さを抑えること
ができます。
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商品ラインナップ

液卵

ホール 卵黄 全卵 卵白

冷凍卵 冷凍卵ミニパック・全卵 冷凍卵ミニパック・加糖卵黄 冷凍卵ミニパック・卵白

茶わん蒸しベース
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ニーズに応える安定供給

購 

買
流 

通

製 

造

独自の購買体制を構築
需給調整機能
安定買い付け

安定品質を確保
HACCPに準拠した工程管理

最新鋭設備導入

全国配送を実現
全国4工場のネットワー
クで万全の配送体制

関東事業部

関西事業部

名古屋事業部

福岡事業部

三位一体の供給体制
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品質管理体制
平成11年、食品衛生法施行規則等の改正に
より液卵の規格基準が定められたことに伴
い、品質管理のさらなる充実を目指して、
製造工程における危害分析を行い、重要管
理点を常にモニタリングすることで、より
安全で衛生的な液卵・冷凍卵を提供できる
体制を確立しております。
温度管理体制
液卵・冷凍卵の原料となる鶏卵は入荷後8℃
以下の冷蔵庫に保管され、割卵後の液卵は、
自動記録による温度・時間が監視可能な殺
菌機により適正に殺菌。殺菌された液卵は
急速に3℃まで冷却・充填後、温度計を搭載
した配送車でお客様までお届けしております。

さらなる安心のために
当社では、安全で高品質の液卵・冷凍卵を製造するためHACCPに準
じて、原料入荷からお客様にお届けするまでの工程をシステム管理し、
チェック体制を強化しております。このように、安全で安心な製品
を提供するため、最新鋭設備を導入し、常に衛生的・効率的に生産
できる工場を目指してまいります。

■独立系最大手の強みを活かして
　食の基本インフラとも言うべき卵市場は、安定した成
熟市場。その中にあって、液卵をはじめとする加工卵の
市場は着実に広がっています。当社は、そんな液卵市場
のシェアを分け合う大手メーカーの中で唯一の独立系
メーカー。系列に縛られない自由な経営環境のもと、地
域密着・顧客密着の営業体制を確立し、着実な成長を続
けてまいります。

■お客様重視のネットワーク
　当社は、関東、東海、関西、北部九州という大消費地
に工場を立地しており、このお客様重視の工場立地政策
も積極的な市場開拓を可能にする大きなアドバンテージ
になっております。

安心・安全のために
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決算ハイライト

6,717 6,655 6,456 6,678

40,978

43,759
45,078

42,252
41,386

8,886

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3

9,269 9,372
10,239

9,205

売上高／販売数量
売上高（百万円） 販売数量（t）

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3

経常利益（百万円） 経常利益率（％）

1.9 0.8
3.4 2.9

9.1

165
75

320 301

835

経常利益／経常利益率

34.2 33.9

36.7 37.0

40.2

2,297 2,257 2,371 2,469
2,868

7,137

総資産／純資産／自己資本比率
純資産（百万円）
総資産（百万円）

自己資本比率（％）

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3

1.9 0.8
3.4 3.1

9.2

172

70

314 321

845

営業利益／営業利益率
営業利益（百万円） 営業利益率（％）
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決算を読む3つポイント
単　　　体

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3

販 売 数 量 t 40,978 43,759 45,078 42,252 41,386

売 上 高 百万円 8,886 9,269 9,372 10,239 9,205

営 業 利 益 百万円 172 70 314 321 845

経 常 利 益 百万円 165 75 320 301 835

当 期 純 利 益 百万円 △260 29 153 148 441

1株当たり当期純利益 円 △46.9 5.25 27.69 26.81 79.54

1株当たり配当金 円 10 5 8 8 22

配 当 性 向 ％ － 95.3 28.9 29.8 27.7

売上高と販売数量
　当社の売上高は鶏卵相場によって変動
します。よって当社の業績判断としまし
ては「販売数量」を併せてご覧ください。

利益還元
　当社は配当性向を25％～30％を目標
に利益の還元を行ってまいります。尚、
2010年3月期につきましては1株当たり
22円とさせていただきました。

過去最高利益を達成しました
〈プラス要因〉
• 材料仕入れ体制の見直しによる需給調
整機能の発揮による利幅の増加
• コスト削減
〈マイナス要因〉
• 消費減退による販売数量減少
• 原料運賃の上昇

8



連結財務諸表
■連結貸借対照表（要約） （単位：百万円）

科　　目 前期末（単体）
（平成21年3月31日現在）

当期末（連結）
（平成22年3月31日現在）

【資　産　の　部】

流　 動　 資　 産 2,737 3,342

固　 定　 資　 産 3,940 4,315

有 形 固 定 資 産 3,598 3,900

無 形 固 定 資 産 10 14

投 資 そ の 他 の 資 産 331 400

資 産 合 計 6,678 7,657

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

　 （単位：百万円）

科　　目 前期末（単体）
（平成21年3月31日現在）

当期末（連結）
（平成22年3月31日現在）

【負　債　の　部】
流　 動　 負　 債 2,275 2,553
固　 定　 負　 債 1,933 2,213
負　 債　 合　 計 4,208 4,767
【純 資 産 の 部】

株　 主　 資　 本 2,488 2,908
資 本 金 455 455
資 本 剰 余 金 366 366
利 益 剰 余 金 1,670 2,090
自 己 株 式 △4 △4

評価・換算差額等 △18 △17
その他有価証券評価差額金 △18 △17
純 資 産 合 計 2,469 2,890
負 債 純 資 産 合 計 6,678 7,657

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 9

■連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

科　　目
前　期（単体）
（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

当　期（連結）
（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

売 上 高 10,239 9,494

売 上 原 価 8,551 7,197

売 上 総 利 益 1,688 2,297

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,366 1,424

営 業 利 益 321 873

営 業 外 収 益 22 33

営 業 外 費 用 42 37

経 常 利 益 301 869

特 別 利 益 5 0

特 別 損 失 2 30

税金等調整前当期純利益 304 839

法人税、住民税及び事業税 148 391

法 人 税 等 調 整 額 7 △16

当 期 純 利 益 148 464
（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 02.3 03.3

1：1.1
分割

1：1.1
分割

04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3

18円

77.93円

20円

70.33円

20円

82.35円

22.87円
10円10円

△46.90円

5円
5.25円

8円
27.69円

8円

26.81円
22円

83.54円

1株当たり配当金
1株当たり当期純利益
配当性向

24.0％ 28.4％ 24.3％
43.7％

̶％

95.3％

28.9％ 29.8％ 26.3％

配当金について
　当社グループは、株主の皆様に対する適切な利益還元は重要な
経営目標と位置づけております。また、市場競争力を確保し、
シェアおよび収益の向上を図るためには、製造設備、研究開発等
の積極的な投資が必要であると考えております。
　株主に対する利益還元としては、経営体質の強化や今後の事業
展開を勘案し、配当性向25％～30％を目標としております。
　2010年3月期につきましては1株当たり22円とさせていただ
きました。

（注）09.3までは単体、10.3は連結での1株当たり当期純利益を記載しています。 10



今後の施策

収益力の強化
企業価値の向上営業施策

販売シェア
の拡大

購買施策

需要調整機能
の発揮

製造施策

安全・安心な
製品を提供

M&A施策

新たな収益源
の構築

管理施策

一人当たりの
生産性

・国内に焦点を絞った販売の継続
・国内シェア15％を目標に設定
・独立系液卵メーカーとしてダントツの1位
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Pick-up

当社グループ

日本化工食品
インスタント食品
業界等の各種食品
メーカーへ供給業務用粉体調味料・

顆粒調味料

イフジ産業
製菓・製パン業界
等の各種食品メー
カーへ供給

液卵・冷凍卵

相互連携 シナジー
効果

▶▶▶  日本化工食品株式会社の株式を
取得しました

　日本化工食品株式会社は、平成21年11月2日に当社のグルー
プ会社となりました。販売面につきましては、営業・開発の融合
によりお客様への提案を強化し、また当社とのコラボレーション
による販路拡大に注力しております。製造面につきましては、万
全な品質の維持と効率的な工場運営を行うとともに、お客様の
ニーズに即応できる生産体制を整えてまいります。

▶▶▶  付加価値のある商品
PCWシリーズ 「PCW」とは当社が開発した製菓用卵白

　卵白を加熱殺菌することにより、安全性を高めただけでなく、
洋菓子の原料として、より使い易くした新商品です。
　用途に応じて2種類をご用意いたしております。

PCW00
素早い泡立ちでしっとりし
たスポンジ食感。

特許取得製品
（特許第4046147号）

PCW01
コシの強い泡立ちで型崩れ
が気になる製品に最適。

内容量・荷姿：1kg×6本入
〈ダンボール箱詰〉

トレハロース
を使用
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会社概要（平成22年3月31日現在）

商 号 イフジ産業株式会社
（英訳名：Ifuji Sangyo Co., Ltd.）

設立年月日 昭和47年10月3日
資 本 金 4億5,585万円
本社所在地 〒811-2312

福岡県糟屋郡粕屋町大字戸原200-1
TEL　092-938-4561（代）

従 業 員 数 90名（臨時従業員は除く。）
事 業 部 本　　　社 福岡県糟屋郡粕屋町大字戸原200-1

福岡事業部 TEL　092-938-4561
関西事業部 京都府綴喜郡井手町大字井手小字合藪3-1
 TEL　0774-99-4801
名古屋事業部 愛知県安城市二本木新町1-8-7
 TEL　0566-72-1611
関東事業部 茨城県水戸市酒門町4476-17
 TEL　029-248-2311

グループ会社 日本化工食品株式会社
東京都千代田区神田北乗物町1番地
TEL　03-3252-5979

役 員 代表取締役社長 藤 井 徳 夫
専 務 取 締 役 藤 井 宗 徳
常 務 取 締 役 仁田坂　　　功
常 務 取 締 役 池　田　賢次郎
取 締 役 坂 本 　 勇
監 査 役（常勤） 髙 宮 哲 郎
監 査 役 近 藤 隆 志
監 査 役 酒 井 善 浩
 （平成22年6月25日現在）

◆ホームページのご案内
 決算の詳しい情報は当社ホーム

ページでご覧いただけ
ます。またイフジ産業
がわかる動画も配信し
ています。ぜひご覧く
ださい。

▲動画TOP画面http://www.ifuji.co.jp 13

株式の状況（平成22年3月31日現在）

発行可能株式総数 16,792,000株
発行済株式の総数 5,563,580株
株主数 2,717名
所有者別分布状況

06年3月 07年3月 08年3月 09年3月 10年3月
千株 千株 千株 千株 千株

■ 金融機関 661 597 530 585 540
■ 個人 4,212 4,304 4,542 4,590 4,644
■ 外国法人・外国人 269 245 82 0 1
■ その他法人 422 417 410 388 379

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆さまの声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。

株主の皆さまの声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

Yahoo!、MSN、exciteのサイト
内にある検索窓に、い い か ぶ と
4文字入れて検索してください。

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

http://ｗｗｗ.e-kabunushi.com
アクセスコード　2924

※本アンケートは、株式会社エーツーメディアの提供する「e-株主リサーチ」
サービスにより実施いたします。（株式会社エーツーメディアについての詳細　
http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用さ
せていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

06年3月
4.8

11.9 75.7 7.6

07年3月

08年3月

09年3月

10年3月 （％）

4.4
10.7 77.4 7.5

1.5
9.5 81.6 7.4

0.0
10.5 82.5 7.0

0.0
9.7 83.5 6.8
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●株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬
基 準 日
定時株主総会・期末配当 毎年3月31日
株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社
郵 便 物 送 付 先
（電話照会先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）
取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全国各支店
ならびに日本証券代行株式会社の本店および全国各
支店で行っております。

公 告 掲 載 方 法 日本経済新聞

●お知らせ
住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
尚、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口
座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。
未払配当金の支払について
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

贈 呈 基 準 毎年3月31日現在の株主に対し、
全国たまご商業協同組合が発行する
「たまごギフト券」を年1回、以下
の基準により贈呈いたします。
株式数100株以上1,000株未満
　一律500円（100円券×5枚）
株式数1,000株以上
　一律2,000円（100円券×20枚）

利 用 方 法 全国の主な百貨店およびスーパー等
で卵の購入の際に利用できます。

有 効 期 限 発行日から5年
取 扱 店 舗 全国の主な百貨店およびスーパー等

（詳しくは同封する書類に記載）

株主ご優待について


